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*  本稿執筆の過程で鶴光太郎（RIETI）、新川達也（METI）の両氏から重要な示唆を得た。
また、藤田昌久、市村英彦、長岡貞男、山口一男の各氏ほか DP 検討会参加者から有益なコメ


















人的資本に関する代表的なサーベイ論文である Moretti (2004)は、 都市間での計測され
る生産性格差と計測される賃金格差とは同程度であると述べており、日本の事実はこ
れと整合的である。 
  日本では、 国土総合開発法に基づいて策定された 「第一次全国総合開発計画」 （1962
年）以来、長く地域間の所得格差の拡大という問題に対応すべく「地域間の均衡ある
発展」を図ることが政策目標とされてきた。この間、産業立地政策の分野では、新産


















て確認されている（サーベイ論文として、Eberts and McMillen, 1999; Rosenthal and 









（Glaeser and Resseger, 2010; Abel et al., 2010）。集積の経済性が大きいとすれば、それ
を人為的に分散しようとしたり、集積地への企業や人口の移動を阻害することは、国













  人々の地理的な移動が自由であれば、「空間的均衡」（spatial equilibrium）の結果と
して実現する地域間での所得や賃金の格差は、個人の自由な選択の結果であり、政策






の違いを考慮する必要がある。第一の点に関し、Glaeser and Mare (2001)は、米国のデ
ータを使用した分析により、教育、勤続等の労働者特性を考慮することで都市の賃金
プレミアムは 20％程度縮小すること、観測できない労働者特性を固定効果としてコン
トロールすると 1/3 程度にまで縮小することを示している。Yankow (2006)は、米国の
個人パネルデータを用いた固定効果推計により、大都市賃金プレミアムのうち 2/3 は
都市が観測されないスキル・能力を持つ労働者を誘引していることによるとの分析結












(2008), Glaeser and Gottlieb (2009)等も、実質賃金の地域間格差は名目賃金格差に比べて
小さいことを指摘している。 
  近年、主観的幸福度を経済厚生の指標として用いた夥しい数の研究が発表されてき
ている。 *1  主観的幸福度の経済厚生ないし効用の指標としての妥当性については、 依
然として様々な議論があるが、いくつかの研究はこれが客観的な指標とも密接に関連
しており、有用な効用指標であることを確認している（Daly and Wilson, 2009; Oswald 
and Wu, 2010）。これらの多くは労働経済学の実証分析だが、地域に着目した例として
Helliwell and Barrington-Leigh (2010)は、カナダの地域別データを使用した分析により、
地域間での幸福度の格差は大きく、また、地域の所得水準や人口密度と幸福度が負の
関係を持つ（所得水準や人口密度の高い地域の幸福度が低い）という意外な結果を示
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*1  幸福度研究に関するサーベイ論文として、Frey and Stutzer (2002)、Di Tella and MacCulloch 











イ論文として Bartik and Smith, 1987; Gyourko et al., 1999 参照） 。 別のアプローチとして
は、人口の地域間移動を顕示選好ととらえ、地域間での効用格差を分析するというも










































  この節では、「賃金構造基本調査」（2005 年）を用いた分析結果、「全国物価統計
調査」及び最低賃金に関するデータに基づき、賃金の都道府県間での格差について考
察する。*2 
  最初に賃金格差（2005 年）のうちどの程度が「都道府県間」格差でどの程度が「都
道府県内」 格差なのかを要因分解する。 計測式は、 σ
2  =   Σsj σj




2は j 地域内の分散、sjは j 地域の（対全国）シェア、




とで 2005 年の数字を作成した。CPI は各年の「消費者物価地域差指数」を公表してい
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        


























説明変数は対数賃金 （賞与を含む労働時間当たり賃金） であり、 説明変数は、 年齢 （age）
及びその二乗項、勤続（tenure）及びその二乗項、学歴ダミー（education）、女性ダミ






lnwage = β0 + β1 age + β2 age
2 + β3 tenure + β4 tenure
2 + Σβ5 education 
dummies + β6 female dummy + β7 nonstandard dummy + β8 lnemp + Σβ9 firm 
size dummies +  Σβ10 industry dummies +  β11 lnprice 




*5  Moretti (2010)は、労働者が地域間で移動する場合、個人ではなく地域を対象とした補助金
等の政策は不利な個人を助ける上で有効性が低いと論じている。 - 8 -
 
  こうして推計された賃金関数の係数と地域による各属性の平均値を用いて、単純な







らで説明されない賃金格差は 8.8％と 1/4 近くに縮小する。関東と九州・沖縄の間では
30.7％の賃金格差が存在するが、労働者特性、事業所特性がそれぞれ 8.1％、7.9％を、
さらに物価水準の違いで 10％、合計約８割が説明され、これらで説明されない賃金格













  先行研究によれば、一般に人口密度の高い大都市ほど賃金が高い。図４は、2005 年
のクロスセクション・データに基づいて賃金の市区町村人口密度に対する弾性値を計
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        




*8  所得水準や世帯構成にも依存するため一概に言えないが、物価を考慮した実質年収 1,000
万円の夫婦世帯を仮定すると、東京は沖縄よりも所得税額が名目で 20 万円ほど高く、課税後




ている。 - 9 -
測した結果である。学歴の影響を考慮したパートタイム労働者を除く推計結果によれ
ば、労働者特性や事業所特性をコントロールしないと賃金の人口密度に対する弾性値








計結果も表示している （ただし、 パートタイム賃金の説明変数には学歴は含まれない） 。
これによると物価水準を考慮しても人口密度の係数は有意な正値であり、係数の大き


















万円）の持家率は 82.2％にのぼっているが、第Ⅰ五分位（同 265 万円）では 36.5％に
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*9  定まった住居がない場合もある。 
*10  Kawaguchi and Mori (2009)は、「就業構造基本調査」の個票データを用いた分析により、
日本の最低賃金労働者の約半数は年収 500 万円以上世帯の非世帯主（多くは主婦）であること
を明らかにしている。 - 10 -
とどまる。消費支出に占める「住居」関係支出のシェアは第Ⅴ五分位では 4.2％だが、






  （名目）最低賃金は東京の 739 円が最も高く、沖縄の 618 円が最も低い。総じて東
北及び九州各県の最低賃金が低い傾向にある。当然ながら神奈川、大阪、愛知といっ
た大都市圏の最低賃金は高い傾向がある。しかし、生計費の違いを考慮して実質化す



















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*11  これらの数字は全国平均であり、当然のことながら地域によって異なる。ただし、「家
計調査」は都市別＊年間収入別の数字は公表していない。 





統計調査」及び「家計調査」のマイクロデータを組み合わせた分析が必要となる。 - 11 -
直して余暇や環境等を加味した幸福度を経済社会の発展の指標とするという提案を行




い。序論でも言及した Helliwell and Barrington-Leigh (2010)は、カナダにおいて地域間
での幸福度の格差は大きく、所得水準や人口密度が高い地域ほど幸福度が低いという

















報としては、回答者が居住する都道府県、都市規模（①15 大都市、②人口 15 万人以
上の都市、 ③人口 5 万人以上 15 万人未満の市、 ④人口 5 万人未満の市、 ⑤郡部 （町村）
の５区分）という２つが利用可能である。 




：5 歳刻み 12 カテゴリー）、家族の年収（income：11 カテゴリー）、健康状態（health
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*14  「地域」という要素を考慮した幸福度の実証分析としては、地域内での他人の所得（参
照所得）が自身の幸福度に負の影響を持つという「相対所得効果」に関する分析が行われてい
る（Luttmer, 2005; Dynan and Ravina, 2007）。 - 12 -






  Pr（yi = j）= F（female, age, marriage, child, income, health, education, region） 
           j = 1, 2, 3, 4, 5 
 
  推計に先立ち、 都道府県別に幸福度スコアの単純平均値を見ておきたい （図６参照） 。
島根県、長野県、広島県、宮崎県、香川県の幸福度が高く、逆に低いのは佐賀県、鹿
児島県、青森県、岩手県、長崎県などとなっている。最高の島根と最低の佐賀との差

















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*15  山根他  (2008)のデータでは佐賀県の幸福度がかなり高く、島根県や香川県は幸福度が低
い等本稿のデータとは序列がかなり異なる。 












ると、所得コントロール前 0.168、所得コントロール後 0.173 とほとんど変化が見られ



















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*17  米国の都市間賃金格差に対するアメニティの影響を分析したものとしては、Roback 
(1982), Beeson and Eberts (1989)等多数存在する。序章でも述べた通り、Bartik and Smith (1987), 
Gyourko et al. (1999)が代表的なサーベイである。 
*18  このほか、都市公園面積は、都道府県ダミーと正の関係を持っていなかった。 




他人の所得が高いほど本人の幸福度が低くなることを示す先行研究として前出 Luttmer (2005), 






































100.0、小都市Ａ（5～15 万人）96.8、小都市Ｂ（5 万人未満市）95.9、町村 95.6 となっており、
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ＴＦＰ 時間当たり賃金（フルタイム）- 21 -






































































パート含む パート除く- 22 -
表１  人口密度を含む賃金関数の推計結果 
（注）***, **, *は 1%, 5%, 10%の有意水準。 
 
















Coef. t Coef. t Coef. t Coef. t
年齢 0.043 120.65 *** 0.043 119.92 *** 0.011 28.43 *** 0.010 27.02 ***
年齢^2 0.000 -108.56 *** 0.000 -107.66 *** 0.000 -24.37 *** 0.000 -22.96 ***
勤続 0.021 113.80 *** 0.021 112.44 *** 0.010 31.04 *** 0.010 30.46 ***
勤続^2 0.000 -34.83 *** 0.000 -34.33 *** 0.000 -7.68 *** 0.000 -7.20 ***
女性 -0.293 -224.17 *** -0.292 -221.79 *** -0.132 -55.19 *** -0.134 -55.46 ***
高卒 0.103 47.44 *** 0.103 46.94 ***
短大・高専卒 0.194 70.39 *** 0.195 70.58 ***
大卒 0.287 115.09 *** 0.293 116.90 ***
非正規 -0.300 -161.86 *** -0.302 -161.90 *** -0.093 -18.22 *** -0.093 -17.98 ***
ln事業所規模 0.027 46.30 *** 0.029 48.95 *** 0.033 31.70 *** 0.031 29.62 ***
5000人以上 0.375 92.92 *** 0.376 92.61 *** 0.005 0.90 0.014 2.55 **
1000-4999人 0.309 83.19 *** 0.312 83.36 *** -0.019 -3.65 *** -0.012 -2.28 **
500-999人 0.249 66.77 *** 0.251 66.94 *** -0.034 -6.04 *** -0.025 -4.38 ***
300-499人 0.181 48.31 *** 0.186 49.32 *** -0.052 -8.57 *** -0.040 -6.63 ***
100-299人 0.142 42.99 *** 0.143 43.06 *** -0.053 -10.03 *** -0.044 -8.21 ***
30-99人 0.075 23.84 *** 0.075 23.50 *** -0.027 -5.62 *** -0.023 -4.73 ***
10-29人 0.039 12.37 *** 0.040 12.65 *** -0.009 -1.96 ** -0.005 -1.17
ln人口密度 0.033 74.51 *** 0.045 116.17 *** 0.016 23.40 *** 0.030 48.87 ***
ln物価水準 1.033 60.41 *** 1.122 41.68 ***
定数 -3.535 -45.75 *** 1.109 141.26 *** -3.287 -26.98 *** 1.773 173.58 ***
産業ダミー
(1) フルタイム (4) パートタイム
yes yes yes yes










































































































名目 実質（民営借家世帯）- 23 -










































































































（注）「生活者の意識に関する調査」のデータを使用して ordered probit 推計。Ordered probit 推計結果。
***, **, *は 1%, 5%, 10%の有意水準。参照基準は男性、同居配偶者なし、子供なし、20-24 歳、世
帯年収 200 万円未満、健康状態大変良好、中卒、東京都在住。
Coef. Std. Err. z Coef. Std. Err. z
女性 0.290 0.034 8.59 *** 0.300 0.034 8.76 ***
同居配偶者あり 0.451 0.048 9.35 *** 0.415 0.050 8.34 ***
子供あり 0.197 0.049 4.03 *** 0.177 0.050 3.57 ***
25-29歳 -0.134 0.098 -1.37   -0.122 0.102 -1.20  
30-34歳 -0.099 0.099 -1.01   -0.074 0.103 -0.72  
35-39歳 -0.184 0.100 -1.84 * -0.158 0.104 -1.52  
40-44歳 -0.329 0.101 -3.25 *** -0.324 0.105 -3.08 ***
45-49歳 -0.307 0.103 -2.98 *** -0.316 0.107 -2.96 ***
50-54歳 -0.314 0.101 -3.11 *** -0.332 0.105 -3.16 ***
55-59歳 -0.429 0.101 -4.26 *** -0.444 0.105 -4.24 ***
60-64歳 -0.315 0.103 -3.05 *** -0.273 0.107 -2.54 **
65-69歳 -0.205 0.104 -1.98 ** -0.140 0.108 -1.30  
70-74歳 -0.097 0.108 -0.90   -0.025 0.112 -0.22  
75歳以上 0.040 0.121 0.33   0.123 0.125 0.98  
世帯年収200-300万円 0.257 0.086 3.00 ***
300-400万円 0.254 0.082 3.10 ***
400-500万円 0.343 0.083 4.12 ***
500-600万円 0.330 0.084 3.94 ***
600-800万円 0.396 0.083 4.77 ***
800-1000万円 0.475 0.088 5.40 ***
1000-1250万円 0.498 0.093 5.34 ***
1250-1500万円 0.506 0.108 4.66 ***
1500-2000万円 0.517 0.133 3.89 ***
2000万円以上 0.834 0.189 4.41 ***
健康良好 -0.469 0.085 -5.49 *** -0.499 0.087 -5.75 ***
普通 -0.829 0.082 -10.11 *** -0.849 0.083 -10.20 ***
あまり良くない -1.129 0.085 -13.28 *** -1.146 0.086 -13.28 ***
非常に悪い -1.488 0.144 -10.34 *** -1.503 0.146 -10.29 ***
高卒 0.126 0.056 2.24 ** 0.063 0.057 1.11  
短大・専門学校卒 0.191 0.064 3.00 *** 0.099 0.066 1.52  
大学卒 0.292 0.063 4.67 *** 0.179 0.065 2.77 ***
大学院卒 0.413 0.141 2.92 *** 0.276 0.143 1.93 **
北海道 -0.004 0.085 -0.04   0.047 0.087 0.54  
青森 -0.294 0.174 -1.69 * -0.242 0.175 -1.38  
岩手 -0.283 0.207 -1.36   -0.244 0.208 -1.17  
宮城 -0.212 0.122 -1.73 * -0.205 0.124 -1.65 *
秋田 -0.110 0.200 -0.55   -0.108 0.203 -0.53  
山形 -0.140 0.198 -0.71   -0.145 0.205 -0.71  
福島 -0.156 0.140 -1.11   -0.095 0.142 -0.67  
茨城 -0.035 0.111 -0.31   -0.014 0.112 -0.12  
栃木 -0.102 0.138 -0.74   -0.050 0.139 -0.36  
群馬 -0.206 0.143 -1.44   -0.199 0.144 -1.38  
埼玉 0.013 0.075 0.17   0.026 0.076 0.34  
千葉 0.012 0.078 0.16   0.026 0.079 0.32  
神奈川 0.068 0.072 0.94   0.047 0.074 0.63  
新潟 -0.051 0.132 -0.39   -0.038 0.134 -0.29  
富山 -0.212 0.172 -1.24   -0.241 0.175 -1.38  
石川 -0.060 0.166 -0.36   -0.055 0.166 -0.33  
福井 -0.018 0.257 -0.07   -0.054 0.258 -0.21  
山梨 0.314 0.245 1.28   0.358 0.246 1.45  
長野 0.096 0.135 0.71   0.171 0.140 1.22  
岐阜 0.037 0.145 0.26   0.084 0.149 0.56  
静岡 -0.100 0.099 -1.01   -0.097 0.101 -0.96  
愛知 -0.048 0.076 -0.63   -0.064 0.077 -0.82  
三重 -0.028 0.140 -0.20   0.007 0.141 0.05  
滋賀 -0.163 0.161 -1.01   -0.141 0.161 -0.87  
京都 0.068 0.112 0.61   0.095 0.113 0.84  
大阪 0.005 0.071 0.07   0.026 0.072 0.36  
兵庫 0.013 0.088 0.15   0.014 0.089 0.16  
奈良 0.004 0.152 0.03   -0.016 0.153 -0.10  
和歌山 -0.049 0.201 -0.24   -0.111 0.205 -0.54  
鳥取 0.060 0.275 0.22   0.113 0.276 0.41  
島根 0.346 0.291 1.19   0.378 0.292 1.30  
岡山 -0.099 0.147 -0.68   -0.098 0.149 -0.66  
広島 0.098 0.127 0.77   0.138 0.128 1.08  
山口 0.076 0.164 0.47   0.180 0.167 1.08  
徳島 -0.055 0.206 -0.27   -0.044 0.207 -0.21  
香川 0.115 0.187 0.62   0.131 0.187 0.70  
愛媛 0.170 0.170 1.00   0.166 0.172 0.97  
高知 -0.229 0.200 -1.14   -0.169 0.201 -0.84  
福岡 0.089 0.103 0.86   0.148 0.104 1.42  
佐賀 -0.571 0.224 -2.55 ** -0.530 0.225 -2.36 **
長崎 -0.293 0.204 -1.44   -0.265 0.205 -1.30  
熊本 0.097 0.173 0.56   0.111 0.174 0.64  
大分 0.011 0.198 0.06   0.063 0.205 0.31  
宮崎 0.140 0.237 0.59   0.233 0.237 0.98  
鹿児島 -0.403 0.225 -1.80 * -0.340 0.230 -1.48  
沖縄 -0.082 0.303 -0.27   0.046 0.304 0.15  
/cut1 -2.672 0.138 -2.442 0.152
/cut2 -1.464 0.129 -1.220 0.145
/cut3 -0.662 0.128 -0.405 0.144
/cut4 0.743 0.128 1.000 0.144
Nobs 4,684 4,575
(1) (2)- 25 -
表３  都市規模と幸福度 
 
（注）「生活者の意識に関する調査」のデータを使用して ordered probit 推計。Ordered probit 推計結果。
***, **, *は 1%, 5%, 10%の有意水準。参照基準は男性、同居配偶者なし、子供なし、20-24 歳、
世帯年収 200 万円未満、健康状態大変良好、中卒、15 大都市在住。 
 
Coef. Std. Err. z Coef. Std. Err. z
女性 0.292 0.034 8.70 *** 0.301 0.034 8.84 ***
同居配偶者あり 0.449 0.048 9.36 *** 0.414 0.049 8.38 ***
子供あり 0.198 0.049 4.07 *** 0.179 0.049 3.62 ***
25-29歳 -0.130 0.097 -1.33   -0.118 0.101 -1.16  
30-34歳 -0.084 0.098 -0.86   -0.055 0.102 -0.53  
35-39歳 -0.178 0.099 -1.79 * -0.153 0.103 -1.48  
40-44歳 -0.329 0.101 -3.27 *** -0.325 0.105 -3.11 ***
45-49歳 -0.303 0.102 -2.96 *** -0.310 0.106 -2.92 ***
50-54歳 -0.312 0.101 -3.10 *** -0.328 0.104 -3.15 ***
55-59歳 -0.426 0.100 -4.26 *** -0.440 0.104 -4.23 ***
60-64歳 -0.303 0.103 -2.95 *** -0.264 0.107 -2.47 **
65-69歳 -0.200 0.103 -1.94 * -0.137 0.108 -1.28  
70-74歳 -0.091 0.107 -0.85   -0.022 0.111 -0.20  
75歳以上 0.060 0.120 0.50   0.147 0.124 1.18  
世帯年収200-300万円 0.237 0.085 2.79 ***
300-400万円 0.246 0.081 3.03 ***
400-500万円 0.329 0.082 4.00 ***
500-600万円 0.313 0.083 3.77 ***
600-800万円 0.376 0.082 4.58 ***
800-1000万円 0.455 0.087 5.23 ***
1000-1250万円 0.473 0.092 5.13 ***
1250-1500万円 0.481 0.108 4.47 ***
1500-2000万円 0.503 0.132 3.81 ***
2000万円以上 0.816 0.188 4.34 ***
健康良好 -0.453 0.085 -5.33 *** -0.481 0.086 -5.58 ***
普通 -0.812 0.082 -9.96 *** -0.831 0.083 -10.04 ***
あまり良くない -1.113 0.085 -13.16 *** -1.128 0.086 -13.14 ***
非常に悪い -1.454 0.143 -10.17 *** -1.465 0.145 -10.10 ***
高卒 0.122 0.056 2.19 ** 0.064 0.057 1.12  
短大・専門学校卒 0.194 0.063 3.06 *** 0.107 0.065 1.64  
大学卒 0.296 0.062 4.77 *** 0.183 0.064 2.85 ***
大学院卒 0.414 0.141 2.95 *** 0.279 0.142 1.96 **
15万以上都市 -0.044 0.042 -1.05   -0.037 0.042 -0.88  
5-15万市 -0.004 0.045 -0.08   0.012 0.045 0.26  
5万未満市 -0.091 0.071 -1.27   -0.055 0.072 -0.76  
郡部 -0.125 0.055 -2.28 ** -0.110 0.055 -1.99 **
/cut1 -2.660 0.133 -2.445 0.147
/cut2 -1.455 0.125 -1.227 0.140
/cut3 -0.656 0.124 -0.416 0.139
/cut4 0.742 0.124 0.982 0.140
Nobs
(1) (2)
4,684 4,575